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2014人事院勧告、７年ぶりの月例給・一時金引上げ改定勧告も「給与制度の総合的見直し」の本年勧告を強行
―自治労は人事院の姿勢を厳しく批判―
　人事院は本日（８月７日）、内閣総理大臣および衆・参両院議長に、2014年の給与改定、給与制度の総合的見直し等に係る勧告を行った。
　人事院報告のポイントについては以下のとおり。
○　報告のポイント
	月例給、ボーナスともに７年ぶりの引上げ 
　①　民間給与との較差（0.27％）を埋めるため、世代間の給与配分の観点から若年層に重点を置きながら俸給表の水準を引上げ
　②　ボーナスを引上げ（0.15月分）、勤務実績に応じた給与の推進のため勤勉手当に配分
 俸給表や諸手当の在り方を含めた給与制度の総合的見直し 
　①　地域の民間給与水準を踏まえて俸給表の水準を平均２％引下げ
　②　地域手当の見直し（級地区分等の見直し、新データによる支給地域の指定見直し）
　③　職務や勤務実績に応じた給与配分（広域異動手当、単身赴任手当の引上げ等）
　＊　平成27年４月から３年間で実施。俸給引下げには３年間の経過措置。段階的実施に必要な原資確保のため、平成27年１月の昇給を１号俸抑制


　今回の人事院勧告に対し、公務員連絡会は、７年ぶりの俸給月額の引上げ改定、通勤手当の改善について「一定の評価ができる」としながらも一時金について「月数増となったことは民間動向を反映するとともに組合員の期待に添う当然の結果であるが、育児休業者や非常勤職員に支給されない勤勉手当にすべてを配分したことは、社会的要請に関する配慮になお課題を残すこととなった」と指摘し、給与制度の総合的見直しについては「俸給水準引下げありきで本年勧告を行ったことは極めて遺憾である。被災地をはじめ、地域において全力で奮闘している公務員労働者の納得を得ないままの俸給水準引下げ勧告は職員の士気の低下を招くもの」とした声明を発表した。そして、「本年の給与改定に関する勧告については勧告通り実施することを求めていくが、給与制度の総合的見直しに関する勧告・報告については、公務員の使用者としての責任においてわれわれと十分交渉・協議を行い、この実施を見送る方針決定を行うよう求めていく」との決意を明らかにした。
また、自治労は「恣意的に生み出した格差を用いて、拙速に実施勧告を強行した人事院は、政府・自民党の意向に迎合し、第三者機関としての役割を放棄したものであり、怒りをもって抗議する」と強く批判し、政府に対しては「『給与制度の総合的見直し』は、地方の公務員の賃金引き下げにとどまらず、地場・中小労働者と地域経済に大きな打撃を与え、景気回復に逆行するものであることを認識させなければならない」との考え方を示した。また、2014確定闘争においては「公民較差プラス分は給料表を中心に確実かつ広範に配分することを求める。同時に、『給与制度見直しの阻止』を最重要課題と位置づけ、人事委員会対策を当面重視し、要請・交渉に直ちに取り組むとともに、首長との早期の協議の開始と交渉体制の確立などを図る」と今後のたたかいにむけた基本的な考え方を示し、「組合活動の基本である『自らの賃金・労働条件は、労使交渉によって決定する』という原則を徹底し、産別統一闘争の再構築に向け、単組・県本部・本部が一体となった取り組みを全力で展開する」との決意を示した。
こうした声明を踏まえ、全単組・総支部は明日の第五次全国統一行動日においては人事院勧告の概要を時間外職場集会や教宣紙などで全組合員へ周知願います。
【人事院報告関係資料の送付】
	このＦＡＸ情報では各地方本部・単組・総支部に対しては、以下の資料を送信しています。
①　給与勧告の骨子（人事院作成）
②　公務員人事管理に関する報告の骨子（人事院作成）
③　2014人事院勧告に対する自治労見解
④　公務員連絡会声明
⑤　給与勧告の仕組みと勧告のポイント（人事院作成・道本部ＨＰ掲載）
⑥　勧告および報告本文（人事院作成・道本部ＨＰ掲載）
⑦　給与勧告および報告の参考資料（人事院作成・道本部ＨＰ掲載）
⑧　俸給表（人事院作成・道本部ＨＰ掲載）
⑨　人事院総裁談話（人事院作成・道本部ＨＰ掲載）

⑩　連合談話
　以上の資料は、解禁後すべて道本部ホームページでご覧になれます。
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